
【経営ニュース】 
 

給与総額減少かつ税額増加 国税庁が実態調査発表 

 国税庁はこのほど、平成１８年度民間給与実態統計調査の結果を公表した。主要

な点は次のとおり。 

（１）平成１８年中に民間企業が支払った給与の総額は２００兆３４６億円（同０．８％減、

１兆５，４５６億円の減少）で、源泉徴収された所得金額は９兆９，３２１億円（同９．

９％増、８，９５７億円の増加）となっている。給与所得者数は、４，４８５万人（対前年

比０．２％減、９万人の減少）で、その平均給与は４３５万円（同０．４％減、２万円の減

少）。これを男女別にみると、男性２，７４５万人(同１．０％減、２９万人の減少)、女性

１，７３９万人（同１．１％増、２０万人の増加）で、その平均給与は男性５３９万円（同０．

１％増、３千円の増加）、女性２７１万円（同０．７％減、１．８万円の減少）となってい

る。 

（２）給与所得者の給与階級別分布をみると、男性では年間給与額３００万円超４００

万円以下の者が４８５万人（構成比１７．７％）、女性では１００万円超２００万円以下

の者が４７２万人（構成比２７．１％）と最も多くなっている。 

（３）給与所得者のうち、３，８２９万人（８５．４％）が源泉徴収により所得税を納税して

いる。その税額は９兆８，９２５億円（対前年比１０．４％増）となっている。 

（４）年末調整を行った者は４，１３１万人だった。 

 


